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平成２５年度横浜市市民協働条例に基づく 

市民協働の取り組み状況について 

 

 
 

１ はじめに 

  

「横浜市市民協働条例」は、市民協働に関する基本的事項を定めることにより、市民

等が自ら広く公共的又は公益的な活動に参画することを促進し、自主的・自立的な市民

社会の形成に資することを目的に、平成25年４月に施行されました。 

  このたび、条例第20条に基づき、平成25年度の市民協働の取り組み状況について報告

します。 

 

 

 
 
   
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ はじめに 

【参考】条例に基づく報告（条例第 20条） 

第20条 市長は、市における市民協働の取組み状況について、適宜、議会に報告する

ものとする。 

【参考】条例における定義（条例第２条） 
第２条 この条例において「市民等」とは、市民、法人、地方自治法（昭和 22 年法

律第 67 号）第 260 条の２第１項に定める地縁による団体及びこれらに類するもの

をいう。 

２ この条例において「市民協働」とは、公共的又は公益的な活動及び事業を横浜市

（以下「市」という。）と市民等とが協力して行うことをいう。 

３ この条例において「市民公益活動」とは、市民等が行う公共的又は公益的な活動

をいう。 

４ この条例において「市民協働事業」とは、市と市民等が第８条に定める基本原則

に基づいて取り組む事業をいう。 

５ この条例において「中間支援組織」とは、市と市民等を相互に媒介し、市民等の

自立と課題解決を支援するため、市民等のネットワーク化と交流促進、情報収集と

提供、相談とコンサルティング、調査研究、人材育成と研修、活動支援と助成又は

政策提言等を行う組織をいう。 
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２ 協働契約を締結した市民協働事業              

  

条例第12条の規定により平成25年度に協働契約を締結した市民協働事業は、11事業（協

働契約件数18件）となりました。 

そのうち、条例第９条の横浜市の発意により実施した事業は、10事業（協働契約件数17

件）、条例第10条の市民等から本市に対して提案があり実施した事業は、１事業（協働契約

件数１件）となりました。 

 
 

＜平成25年度に協働契約を締結した市民協働事業一覧＞ 

番号 事業提案者 事業名 担当区局 契約件数 

① 

横浜市 

西区地域づくり大学校 西区 １件 
② 港南区学び舎ひまわり 港南区 １件 
③ とつか区民活動センター運営事業 戸塚区 １件 

④ 国際都市としての横浜の強み分析及びプロ

モーション映像制作事業 政策局 １件 

⑤ 横浜市市民活動支援センター運営事業 市民局 １件 

⑥ 
協働型地域経営リーダー養成事業（よこは

ま地域づくり大学校）※横浜市市民活動支援

センター自主事業として実施 
市民局 １件 

⑦ 市民活動支援・相談窓口事業 市民局 ５件 
⑧ 市民活動コーディネート入門講座 市民局 １件 
⑨ 消費者団体等協働促進事業 経済局 ４件 
⑩ ヨコハマ市民まち普請事業 都市整備局 １件 

⑪ 市民等 保土ケ谷の人・まち・文化を生かした旧東

海道にぎわいづくり事業 保土ケ谷区 １件 

合  計 18件 
 

 

２ 協働契約を締結した市民協働事業 

【参考】協働契約とは（条例第 12条） 

第12条 市は、第９条第１項の選定（市民協働事業の相手方となる市民等の選定）又

は第10条第２項の決定（市民等の提案による市民協働事業の採用の決定）により市

民協働事業を行う場合は、規則で定める軽易なものを除き、当該市民協働事業を行

う市民等と市民協働事業に関する契約（以下「協働契約」という。）を締結するも

のとする。 

２ 前項の協働契約には、事業目的、事業の進め方並びに役割、費用及び責任の分担

その他規則で定める事項を定めるものとする。 
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（１）横浜市の発意により実施した事業 

① 西区地域づくり大学校（担当区局：西区） 

 

【協働契約の相手方】 

特定非営利活動法人市民セクターよこはま 

【事業費】 

 800,000円 

【事業実績及び内容】 

 西区民を対象に、自治会町内会をはじめとする様々な地域の団体や人々が、課題解決

に向けて自主的・継続的に取り組む力の向上を目指し、地域活動を活発にするコツや課

題解決のヒントを学び合う場として開講しました。 

（６月～11月にまちづくりに関するグループワークを中心とした講座を６回開催 受講

者21名） 

【協働で事業を行った効果】 

 市民セクターよこはまの持つ実践経験など、市民活動支援に関する強みを活かし、個々

で行うよりも効果的・効率的な事業を実施することが出来ました。 

 

② 港南区学び舎ひまわり（担当区局：港南区） 

 

【協働契約の相手方】 

・港南区連合町内会長連絡協議会 

・特定非営利活動法人市民セクターよこはま 

【事業費】 

 810,000円（横浜市負担額650,000円） 

【事業実績及び内容】 

地域で活動している方や、活動に関心のある方、地域に関わる職員等が集い学び合う

場である「学び舎ひまわり」を開講しました。 

（９月～２月に、まちづくりに関するグループワークを中心とした講座を６回開催 受

講者27名） 

【協働で事業を行った効果】 

区民と区役所職員が一緒に学び合うことで、お互いが協力して課題を解決するという

意識が高まり、地域と行政の顔の見える関係も一層強くなりました。 

受講生からも新たな気づきや関係の広がりが実感できたとの感想があり、区連会から

も「協働による地域づくり」を進める礎となったと高く評価されています。 

 

２ 協働契約を締結した市民協働事業 
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③ とつか区民活動センター運営事業（担当区局：戸塚区） 

 

【協働契約の相手方】 

特定非営利活動法人くみんネットワークとつか 

【事業費】 

 28,499,763円（管理・運営に関する委託費） 

【事業実績及び内容】 

 市民活動、生涯学習活動及びボランティア活動の支援を通して、市民の理解と参画の

もとに、区民力の向上と豊かな地域づくりを図るため、とつか区民活動センターを運営

し、①活動団体のネットワーク化、②活動の支援、③活動する場の提供、④情報の提供、

⑤企画事業の実施を行いました。 

（利用登録団体数331団体 相談件数2,189件） 

【協働で事業を行った効果】 

協働契約で取り組むことで、新たな視点、アイデアで事業に取り組むことができまし

た。また、区民が中心となって行う事業においては、とつか区民活動センターが下支え

となり、新たな人材を発掘することができ、行政と法人との協働への理解が、区民団体

等の協力を引き出し、活動の広がりや他団体との結びつき、賛同者の獲得など具体的な

成果を得るきっかけになりました。 

 

④ 国際都市としての横浜の強み分析及びプロモーション映像制作事業 

（担当区局：政策局） 

 

【協働契約の相手方】 

慶應義塾大学大学院メディアデザイン研究科 

【事業費】 

 3,743,250円 

（国際都市としての本市が持つ強みの分析及び映像の制作に関する委託費用） 

【事業実績及び内容】 

国際都市としての横浜の強み分析を行い、これに基づき、横浜市プロモーション動画

「Yokohama Rhythms」を制作（企画、撮影、編集／音楽の制作／成果物の制作）しまし

た。 

【協働で事業を行った効果】 

それぞれの強み、リソースを活かしながら、本市の強み分析及びプロモーション動画

の制作を進めることができました。 

また、制作プロセスにおける協働により双方の信頼が醸成され、作品の完成度を高め

ることができました。 

２ 協働契約を締結した市民協働事業 
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⑤ 横浜市市民活動支援センター運営事業（担当区局：市民局） 

 

【協働契約の相手方】 

特定非営利活動法人市民セクターよこはま 

【事業費】 

 41,019,212円（管理・運営に関する委託費） 

【事業実績及び内容】 

市民公益活動に関する相談対応、情報発信・収集、活動場所・作業場の提供、講座・

イベントの開催、区版市民活動支援センターの運営支援などを行い、市域の総合拠点と

して、市民活動団体の創意工夫・活力を活かして総合的に市民公益活動を支援しました。

（利用登録団体数777団体 相談件数639件） 

【協働で事業を行った効果】 

行政、ＮＰＯ法人という互いの立場を尊重し合い、互いの強み、視点を活かす役割分

担をし、事業を進めることができました。 

また、市民活動支援センター運営事業を通して、事業実績や協働関係を積み上げてき

たことが、横浜市の他の協働事業を推進する素地をつくることにつながりました。 

 

 

⑥ 協働型地域経営リーダー養成事業(よこはま地域づくり大学校) 

（担当区局：市民局）※横浜市市民活動支援センター自主事業として実施 

 

【協働契約の相手方】 

特定非営利活動法人市民セクターよこはま 

【事業費】 

 2,000,000円（横浜市市民活動支援センター自主事業としての補助金） 

【事業実績及び内容】 

地域活動・市民活動のニーズに対応し、自治の力を市民相互のエンパワーメントによ

り高めていくことを目的に、協働型地域経営リーダー養成プログラムの開発、講座等を

実施し、事業の成果をまとめたブックレットの作成を行いました。 

（地域の課題解決や魅力づくりに関する全11回の講座開催 受講者のべ31名） 

【協働で事業を行った効果】 
行政、ＮＰＯ法人というそれぞれの視点から事業にかかわることで、行政情報の提供

など、市民のニーズに応えることができる事業となりました。 

また、目標を共有することにより区域への事業展開等が滞りなく進みました。 

 

２ 協働契約を締結した市民協働事業 
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⑦ 市民活動支援・相談窓口事業（担当区局：市民局） 

 

【協働契約の相手方】 

・特定非営利活動法人アクションポート横浜 

・特定非営利活動法人コロンブスアカデミー 

・特定非営利活動法人さくらんぼ 

・特定非営利活動法人市民セクターよこはま 

・特定非営利活動法人ワーカーズ・コレクティブ樹 

以上５法人と個別に契約 

【事業費】 

 488,250円（窓口開設・運営に関する委託費用） 

【事業実績及び内容】 

認定・指定ＮＰＯ法人のうち５法人が、それぞれの専門分野や、これまでに培ったノ

ウハウを活かして、事業運営等に関する相談を受け付ける窓口を開設しました。 

（相談窓口５か所開設、相談件数６件） 

【協働で事業を行った効果】 

 ＮＰＯ法人が窓口を担うことで、地域の方々や団体がより気軽に、また、実践的な相

談を行うことができる環境を作ることができました。 

 

 
⑧ 市民活動コーディネート入門講座（担当区局：市民局） 

 

【協働契約の相手方】 

横浜市立大学 

【事業費】 

 188,840円 

【事業実績及び内容】 

横浜市立大学市民公開講座として、市民活動のコーディネートに興味のある市民や中

間支援組織従事者を対象に、協働先の探し方などについて、講座を開催しました。 

（１月・２月に行政・企業・大学との協働方法に関する講座を４回開催 33名参加） 

【協働で事業を行った効果】 

横浜市立大学市民公開講座として実施することで、市が主体的に実施する講座などよ

りも幅広い方々に受講していただくことができました。 

 

 

 

 

２ 協働契約を締結した市民協働事業 
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⑨ 消費者団体等協働促進事業（担当区局：経済局） 

 

【協働契約の相手方】 

・特定非営利活動法人ＦＰネットワーク神奈川 

・消費者サポート横浜会 

・よこはま消費生活「講師の会」 

・神奈川県ファイナンシャルプランナーズ協同組合 

以上４団体と個別に契約 

【事業費】 

 795,395円（補助金） 

【事業実績及び内容】 

・生活のトラブル防ぎ隊～生活を支えるお金の無料相談会～(10月～３月、22回開催) 

・地域での消費者教育啓発講座（10月～３月、18回実施） 

 ・消費者被害未然防止等に関わる消費者教育啓発講座（８月～３月、５回開催） 

 ・デフレからインフレへ？～金融商品の選び方～講座（９月～11月、５回開催） 

【協働で事業を行った効果】 

 協働で事業を実施することで、相互の強みを生かし合うことにより、効果的な講座を

実施することができ、団体独自で実施する際には見込めなかった参加者が増えるなどの

効果もありました。 

 

⑩ ヨコハマ市民まち普請事業（担当区局：都市整備局） 

 

【協働契約の相手方】 

・特定非営利活動法人市民セクターよこはま 

・特定非営利活動法人アクションポート横浜 

【事業費】 

 6,646,500円（コンテストの企画及び運営などに関する委託費用） 

【事業実績及び内容】 

市民が発意した施設の整備提案を募集し、コンテストを経て選考し、その整備を支援

する「ヨコハマ市民まち普請事業」において、コンテストに関する企画・運営・広報作

成及び整備報告会・活動懇談会・現地見学会等を実施しました。 

（２回のコンテストを経て、３件の整備助成対象提案を選考） 

【協働で事業を行った効果】 

３者の協働事務局で必要に応じて柔軟に会議を実施することで、各団体の持つ経験や

情報、視点などの強みをコンテストの運営等に活かすことができました。 

２ 協働契約を締結した市民協働事業 
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（２）市民等から横浜市に対して提案された事業 

① 保土ケ谷の人・まち・文化を生かした旧東海道にぎわいづくり事業 

（担当区局：保土ケ谷区） 

 

【協働契約の相手方】 

ほどがや 人・まち・文化振興会 

【事業費】 

 550,000円（横浜市負担額495,000円） 

【事業実績及び内容】 

・宿場朝市「ごうどいち」毎月１回の開催（６・７月のみ協働事業で実施、以降団体

の自主開催） 

・ほどがやまちゼミの開催（岩崎小学校６年生を対象に実施） 

・ほどがや今昔写真展の開催（保土ケ谷駅東口など７か所で開催） 

・まちかど博物館スタンプラリー開催（11/16～12/1） 

・電子高札場のデータベースの作成 

・ほどがや 人・まち・かわら版の発行（計２回発行） 

以上の事業を実施しました。 

【協働で事業を行った効果】 

協働契約を結ぶことで対等な立場・責任のもとでの事業執行ができ、地域のにぎわい

づくりにつなげることができました。また、地域のコミュニケーションの場や地産地消

の推進となり、保土ケ谷を想う人を増やすことができました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 協働契約を締結した市民協働事業 

【参考】平成 26年度に協働契約を締結した事業（平成 26年６月末現在） 

番号 事業提案者 事業名 担当区局 契約件数 

① 

横浜市 

にし区市民活動支援センター管理運営業務 西区 １件 
② とつか区民活動センター運営事業 戸塚区 １件 
③ 横浜市市民活動支援センター自主事業 市民局 ２件 
④ 横浜市市民活動支援センター運営事業 市民局 １件 
⑤ 市民活動支援・相談窓口事業 市民局 ７件 
⑥ 市民活動コーディネート入門講座 市民局 １件 
⑦ 協働の「地域づくり大学校」事業 市民局 ３件 
⑧ 地域子育て支援拠点事業 こども青少年局 18 件（全区） 
⑨ ヨコハマ市民まち普請事業 都市整備局 １件 

⑩ 市民等 
保土ケ谷の人・まち・文化を生かした旧

東海道にぎわいづくり事業 
保土ケ谷区 １件 

合 計 36 件 
 



 

9 
 

（担当区局：保土ケ谷区） 

 
 
１ 特徴 

  条例第10条「市民協働事業の提案」に基づき、市民等から提案が行われた事業 
 
２ 協働契約の相手方 

  ほどがや 人・まち・文化振興会 
 
３ 事業費 

  550,000円（横浜市負担額495,000円） 

 
４ 事業内容 

  旧東海道の保土ケ谷宿を中心に、かつてあった朝市の復活や、今昔写真展、まちゼミ

などを行うことで、まちの魅力を発信し、将来のまちづくりの担い手の発掘・育成や、

保土ケ谷を愛する気持ちを育めるようにしました。 
 
５ 事業実績 

実施事業 実績 

宿場朝市ごうどいち 
毎月１回（６・７月のみ協働事業で実施、以降団体

の自主開催） 
まちかど博物館スタンプラリー 11/16～12/1開催 
ほどがや今昔写真展 保土ケ谷駅東口など７か所で開催 

ほどがやまちゼミ 岩崎小学校６年生を対象に実施 

電子高札場 データベース作成 

ほどがや 人・まち・かわら版 計２回発行 

 
 

 

 

 

 

 

 

２ 協働契約を締結した市民協働事業（主な事業紹介） 

主な事業紹介① 
保土ケ谷の人・まち・文化を生かした 

旧東海道にぎわいづくり事業 
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６ 採用の要否の決定方法 

ほどがや 人・まち・文化振興会から提出された事業提案書について、①課題性、 
②課題解決手法、③相乗効果、④役割分担の妥当性などを保土ケ谷区で設置した審査委

員会にて審査し、いずれの項目においても優秀であったため採用を決定しました。 

 

７ 協働で事業を行った効果 

(1) 事業について 

 ア 協働契約を結ぶことで対等な立場・責任のもとでの事業執行ができました。 

 イ 保土ケ谷宿をはじめとした地域の歴史やイベント情報を伝えることで、保土ケ谷

を想う人を増やし、地域のにぎわいづくりにつなげることができました 
  ウ 団体が持つネットワークを活かすことによって、本事業を幅広い世代へ伝えるこ

とができました。 
 

 (2) 広報について 
ア 横浜読売会の協力のもと「ほどがや 人・まち・かわら版創刊準備号」の作成・ 

発行（６月11日） 
イ 記者発表（平成25年５月17日 横浜市市民協働条例の事業提案に基づく市民協働

事業第１号！！）※資料１（P33-35） 
ウ タウンニュースへの掲載  

保土ケ谷区版５月30日号（旧東海道活性化 市の協働事業第１号に）、６月20日号

（林市長が区民と会談） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 協働契約を締結した市民協働事業（主な事業紹介） 

【参考】事業提案について（条例第 10条） 

第 10条 市民協働事業を行おうとする市民等は、市に対し、市民協働事業を提案する

ことができる。 

２ 市長は、前項の提案が行われたときは、速やかに、当該提案を審査し、採用の要

否を決定し、理由を付して提案者に通知しなければならない。この場合においては、

前条第２項の規定を準用する。 
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（担当区局：港南区） 
 

 

１ 特徴 

区連会（港南区連合町内会長連絡協議会）とＮＰＯ法人と行政の３者で協働契約を締

結した事業 
 

２ 協働契約の相手方 

・港南区連合町内会長連絡協議会 
・特定非営利活動法人市民セクターよこはま 

 

３ 事業費 

 810,000円（横浜市負担額650,000円） 

 

４ 事業内容 

地域で活動している方や関心のある方、地域に関わる職員等が集い学びあう場である

「学び舎ひまわり」を、区連会（港南区連合町内会長連絡協議会）、特定非営利活動法人

市民セクターよこはま、港南区の３者協働で開催することで、地域の資源や住民の力を

結集し、お互いが協力しながら課題を解決する力を養うことを目的とした講座等を実施

しました。 

 

５ 事業実績 

６回の講座を開催（受講者27名） 

 

＜講座内容＞ 

開催日 内容 

９月19日 開講式・グループワーク「まちを知ると、もっと好きになる①」 

10月28日 グループワーク「まちを知ると、もっと好きになる②」 

11月24日 現地見学（泉区下和泉住宅）「地域づくりの五つの手順を学ぶ」 

12月８日 現地見学（栄区湘南桂台）「担い手の開拓・人材登用について学ぶ」 

２月１日 
プレゼンテーション・意見交換 

地域活動を紹介する、地域活動のプランを考える 

２月26日 卒業式・交流会 

 
 
 

２ 協働契約を締結した市民協働事業（主な事業紹介） 

主な事業紹介② 港南区 学び舎
ま な び や

ひまわり 
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６ 相手方の選定方法 

市民セクターよこはまから「地域づくり大学校」を各区に広めたいとの相談を受けた

ことをきっかけに、話し合いを重ね検討をしたところ、港南区においてのニーズが高い

事業であると考えられたため事業化しました。 

 

７ 協働で事業を行った効果 

(1) 事業について 

ア 協働事業として実施することで、企画段階からカリキュラムや運営方法について

３者で十分に話し合うことができ、それぞれの役割分担などもしっかりと共有・認

識することで円滑な運営に繋がりました。 

イ 区民と区役所職員が一緒に学び合うことで、お互いが協力して課題を解決すると

いう意識が高まり、地域と行政の顔の見える関係も一層強くなったと考えています。 

ウ 受講生からも新たな気づきや関係の広がりが実感できたとの感想があり、さらに

は、区連会（港南区連合町内会長連絡協議会）からも「協働による地域づくり」を

進める礎となったと高く評価されました。 

(2) 広報について 
ア 記者発表（平成25年９月13日 区連会、区役所、ＮＰＯ法人の三者が協働で、地

域づくりを担う人材を養成）※資料２（P37-38） 
イ タウンニュースへの掲載  

港南区版 ９月26日号（区連会など三者「学び舎ひまわり」開講） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 協働契約を締結した市民協働事業（主な事業紹介） 
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３ 各区局における協働事業 

 

 市民等と本市が協働の６原則に則って取り組んだ事業は148事業になりました。 

そのうち、区役所が所管している協働事業は82事業、局が所管している協働事業は66事

業になりました。 

なお、各事業の詳細につきましては、※資料３（P39-70）に添付しております。 
 

（１）分野ごとの事業数及び割合について 

【表１．横浜市における協働事業数（分野別）】 

 

 

３ 各区局における協働事業 

分野 
事業数 

区 局 合計 

1 市民活動･地域活動全般 51 10 61 

２ 環境 10 14 24 

３ こども･青少年 4 11 15 

４ まちづくり 4 7 11 

５ 高齢･障害 4 2 6 

６ 経済 0 6 6 

７ 防災･防犯 2 3 5 

８ 生涯学習･文化･スポーツ 4 1 5 

９ 人権･男女･国際 0 5 5 

10 その他 1 4 5 

11 福祉全般 2 2 4 

12 調査･研究 0 1 1 

合計 82 66 148 
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【図１．横浜市における協働事業の分野別割合】 

 

 

 
 
 

  

３ 各区局における協働事業 

【参考】協働の６原則 

① 対等の原則（市民と行政、双方が自立した存在で協働を進めること）  

② 自主性尊重の原則（市民活動が自主的に行われることを尊重すること）  

③ 自立化の原則（市民活動が自立化する方向で協働をすすめること）  

④ 相互理解の原則（市民活動と行政がそれぞれの長所、短所や立場を理解しあうこ

と）  

⑤ 目的共有の原則（協働に関して市民活動と行政がその活動の全体または一部につ

いて目的を共有すること）  

⑥ 公開の原則（市民活動と行政の関係が公開されていること） 

 

横浜コード「横浜市における市民活動と協働に関する基本方針」（平成 11年３月横浜市市民活動

推進検討委員会報告書において提唱） 



 

15 
 

（２）区役所所管の協働事業一覧（82事業） 

番号 事業名 所管課 

1 つるみ･地域のつながり応援事業 鶴見区区政推進課 

2 つるみ･元気アップ事業 鶴見区区政推進課 

3 地域活動支援アドバイザー派遣 鶴見区区政推進課 

4 区民活動等推進事業 鶴見区地域振興課 

5 わが町かながわ小旅行 神奈川区地域振興課 

6 こんにちは ボランティア 神奈川区地域振興課 

7 助っ人BANK 神奈川区地域振興課 

8 かながわ区民力発揮プロジェクト 神奈川区区政推進課 

9 かながわ地域スクラム事業 神奈川区区政推進課 

10 かながわ子育てかめっ子支援事業 神奈川区こども家庭支援課 

11 西区地域のつながりを育み強める補助金 西区区政推進課 

12 まちづくりアドバイザー派遣 西区区政推進課 

13 中区身近な地域･元気づくり事業 中区地域振興課 

14 中区活動団体補助金 中区地域振興課 

15 初黄･日ノ出町地域再生まちづくり事業 中区区政推進課 

16 南区地域福祉保健計画チャレンジ支援事業 南区福祉保健課 

17 さくらプロジェクト 南区区政推進課 

18 緑のカーテンプロジェクト 南区区政推進課 

19 みなみ･ちからアップ補助金 南区区政推進課 

20 地域づくり運営協議補助金 港南区区政推進課 

21 港南区民活動支援センターブランチ事業 港南区地域振興課 

22 港南区区民企画運営講座 港南区地域振興課 

23 みんなでつくるふるさと港南事業 港南区区政推進課 

24 こうなんの「エコ活。」推進事業 港南区区政推進課 

25 地域で子育て応援事業 港南区こども家庭支援課 

26 認知症に関する普及啓発事業 港南区高齢･障害支援課 

27 ＩＹコラボ からだ元気 こう･なん･くう 港南区福祉保健課 

28 保土ケ谷区 地域･まちづくり活動補助金 保土ケ谷区地域振興課 

29 保土ケ谷区 地域運営補助金 保土ケ谷区地域振興課 

30 旭区きらっとあさひ地域支援補助金 旭区区政推進課 

31 緑のカーテン事業 旭区区政推進課 

32 ほたるの舞う里づくり事業 旭区区政推進課 

33 帷子川環境学習 旭区区政推進課 

３ 各区局における協働事業 
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番号 事業名 所管課 

34 『あさひ散歩』ウォーキング 旭区地域振興課 

35 旭区文化芸術活動支援事業 旭区地域振興課 

36 認知症をみんなで支える街づくり事業 旭区高齢･障害支援課 

37 高齢者と地域のつながりづくり事業 旭区高齢･障害支援課 

38 パソコンふれあい亭事業 磯子区地域振興課 

39 磯子区青少年育成活動補助金 磯子区地域振興課 

40 地域運営補助金 磯子区地域振興課 

41 堀割川魅力づくり活動支援 磯子区区政推進課 

42 災害時における非常通信の協力に関する協定 金沢区総務課 

43 キャンパスタウン金沢サポート事業 金沢区区政推進課 

44 金沢区地域ネットワーク支援事業補助金 金沢区地域振興課 

45 金沢区空き家等を活用した地域の「茶の間」支援事業補助金 金沢区地域振興課 

46 金沢区市民活動サポート補助金 金沢区地域振興課 

47 金沢区民活動センターつながりステーション運営事業 金沢区地域振興課 

48 金沢区福祉保健活動促進補助金交付事業 金沢区福祉保健課 

49 地域のチカラ応援事業 港北区地域振興課 

50 港北にぎやか支え合い作戦 港北区高齢・障害支援課 

51 
港北ＡＡＡ(トリプルエー)(安全で安心な明日を)地域防犯力

向上作戦 
港北区地域振興課 

52 緑区チャレンジ提案事業 緑区地域振興課 

53 
緑区市民活動支援センター事業･市民活動パワーアップ支援

事業 
緑区地域振興課 

54 ｢丘のエコハマ｣省エネ大作戦事業 青葉区区政推進課 

55 青葉みらい農くらぶ 青葉区区政推進課 

56 大学連携事業 青葉区区政推進課 

57 地域運営補助金 青葉区地域振興課 

58 つづき力発揮講座(テーマ提案型講座) 都筑区地域振興課 

59 つづき芽生えプロジェクト 都筑区地域振興課 

60 団体スキルアップゼミ 都筑区地域振興課 

61 地域デビュー応援企画 都筑区地域振興課 

62 都筑区区民活動補助事業 都筑区地域振興課 

63 都筑区民のゆるやかなつながりづくり補助金 都筑区地域振興課 

64 つづき交流ステーション 都筑区区政推進課 

65 都筑区文化芸術活動場(都筑の文化夢スタジオ)管理運営事業 都筑区区政推進課 

66 シニア楽農園 都筑区区政推進課 

３ 各区局における協働事業 
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番号 事業名 所管課 

67 都筑野菜応援事業 都筑区区政推進課 

68 都筑区元気な地域づくり推進事業 都筑区地域振興課 

69 とつか区民活動センター運営事業 戸塚区地域振興課 

70 とつか お結び広場 戸塚区地域振興課 

71 戸塚区区民企画運営講座事業 戸塚区地域振興課 

72 とつか夢結び応援事業 戸塚区地域振興課 

73 地域協働青少年育成事業 戸塚区地域振興課 

74 みんなが主役のまちづくり協働推進事業  栄区地域振興課 

75 栄区地域運営補助事業 栄区地域振興課 

76 泉区まちづくりみらい塾 泉区区政推進課 

77 泉区地域経営まちづくり支援補助金 泉区区政推進課 

78 泉区地域運営補助金 泉区区政推進課 

79 ＩＴ交流コーナー(パソコンふれあい館･せや) 瀬谷区地域振興課 

80 瀬谷区いきいき区民活動支援事業 瀬谷区地域振興課 

81 緑化推進事業 瀬谷区区政推進課 

82 瀬谷区地域運営補助事業 瀬谷区区政推進課 

 

（３）局所管の協働事業一覧（66事業） 

番号 事業名 所管課 

 1 YES(ヨコハマ･エコ･スクール)事業 温暖化対策統括本部調整課 

2 
ヨコハマ･エコ･スクール(YES)脱温暖化行動講座開催補助

金交付事業 
温暖化対策統括本部調整課 

3 政策の創造と協働のための横浜会議 政策局政策課 

4 共創フロント 政策局共創推進課 

5 地域防災力向上事業（地域防災活動奨励助成金） 総務局危機管理課 

6 地域防災力向上事業（町の防災組織活動費補助金） 総務局危機管理課 

7 自治会町内会館整備助成事業 市民局地域活動推進課 

8 地域活動推進費 市民局地域活動推進課 

9 横浜市市民活動支援センター運営事業 市民局市民活動支援課 

10 横浜市市民活動支援センター自主事業 市民局市民活動支援課 

11 市民活動支援人材バンク事業 市民局市民活動支援課 

12 市民活動推進ファンド事業 市民局市民活動支援課 

13 フォーラムまつり 等 市民局男女共同参画推進課 

 

３ 各区局における協働事業 
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番号 事業名 所管課 

14 
市民･ＮＰＯがつくる男女共同参画事業(調査研究･啓発教

材づくり) 
市民局男女共同参画推進課 

15 
市民･ＮＰＯがつくる男女共同参画事業(市民企画講座･ワ

ークショップ) 
市民局男女共同参画推進課 

16 市民･ＮＰＯがつくる男女共同参画事業(地域出前企画) 市民局男女共同参画推進課 

17 自助グループ支援 市民局男女共同参画推進課 

18 地域文化サポート事業 文化観光局文化振興課 

19 消費者団体等協働促進事業 経済局消費経済課 

20 ソーシャルビジネス事業者支援･支援体制強化事業 経済局経営･創業支援課 

21 ソーシャルビジネス情報発信事業 経済局経営･創業支援課 

22 ソーシャルビジネス初期相談事業 経済局経営･創業支援課 

23 横浜こみゅにてぃろーん 経済局経営･創業支援課 

24 ワンストップ経営相談窓口 経済局経営･創業支援課 

25 親と子のつどいの広場事業 こども青少年局子育て支援課 

26 地域子育て支援拠点事業 こども青少年局子育て支援課 

27 プレイパーク支援事業 
こども青少年局放課後児童育

成課 

28 青少年の地域活動拠点づくり事業 こども青少年局青少年育成課 

29 寄り添い型学習等支援事業 こども青少年局青少年育成課 

30 青少年関係団体活動補助事業 こども青少年局青少年育成課 

31 地域ユースプラザ事業 
こども青少年局青少年相談セ

ンター 

32 若者サポートステーション事業 こども青少年局青少年育成課 

33 若者サポートステーション機能強化事業 こども青少年局青少年育成課 

34 よこはま型若者自立塾事業 こども青少年局青少年育成課 

35 禁煙支援薬局 健康福祉局保健事業課 

36 よこはま健康応援団事業 健康福祉局保健事業課 

37 小児救急医療啓発事業 健康福祉局医療政策課 

38 地域の見守りネットワーク構築支援事業 健康福祉局福祉保健課 

39 地域福祉保健計画推進事業 健康福祉局福祉保健課 

40 
介護保険総合案内パンフレット「横浜市の介護保険」及び

事業者リストの作成事業 
健康福祉局介護保険課 

41 生活あんしんサポート事業 健康福祉局高齢在宅支援課 

42 横浜市環境保全活動助成金 環境創造局政策課 

43 環境教育出前講座「生物多様性でYES!」 環境創造局政策課 

３ 各区局における協働事業 
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番号 事業名 所管課 

44 公園愛護会活動支援事業 環境創造局公園緑地維持課 

45 市民と農との地産地消連携事業 環境創造局農業振興課 

46 市民による里山育成事業 
環境創造局みどりアップ推進

課 

47 樹林地管理団体活動助成事業 
環境創造局みどりアップ推進

課 

48 みどりの夢かなえます事業 
環境創造局みどりアップ推進

課 

49 地域緑のまちづくり事業 
環境創造局みどりアップ推進

課 

50 ３Ｒ夢プラン普及啓発事業 資源循環局業務課 

51 ヨコハマＲ（リデュース）委員会 資源循環局３Ｒ推進課 

52 マンション管理組合サポートセンター事業 建築局住宅再生課 

53 横浜市地域まちづくり支援制度 都市整備局地域まちづくり課 

54 まちづくり支援団体等が行う事業への助成(育成事業含む) 都市整備局地域まちづくり課 

55 ヨコハマ市民まち普請事業 都市整備局地域まちづくり課 

56 いえ･みち まち改善事業 
都市整備局防災まちづくり推

進課 

57 水辺愛護会活動支援 道路局河川管理課 

58 地域交通サポート事業 道路局企画課 

59 ハマロード･サポーター事業 道路局管理課 

60 みなとみどりサポーター 港湾局賑わい振興課 

61 山下公園海底清掃大作戦事業 港湾局管財第二課 

62 家庭防災員自主活動補助金事業 消防局予防課 

63 水彩生活 菊名店(水の総合サービス提供事業) 水道局サービス推進課 

64 水道局パートナーシップデスク 水道局資産活用課 

65 道志水源林ボランティア事業 水道局浄水課 

66 おやじの会親子ふれあい事業 
教育委員会事務局生涯学習文

化財課 

 

 

 

 

 

 

３ 各区局における協働事業 
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４ 協働を推進するための取り組み 

 

（１）市民の皆様への「協働」に関する周知 

  ア 市民利用施設への「Let’s協働入門」の配架（４月 2,414部） 

    市民局市民協働推進部と横浜市市民活動支援センターの運営団体であるＮＰＯ法

人市民セクターよこはまが協働で作成したハンドブック「Let’s協働入門」を市民

利用施設等へ配架しました。 
 

  イ 条例周知チラシの配架（10月 7,110部） 

    「横浜市地域の絆をはぐくみ、地域で支え合う社会の構築を促進する条例」と「横

浜市市民協働条例」の内容について紹介するチラシを作成し、広く市民の皆様に周

知できるよう、市民利用施設等へ配架しました。 
 
 ウ 「つながりのまちづくりフォーラム2014」の開催(３月17日 194名参加)※資料４(P71-72)  

    自治会・町内会や市民活動団体などが協働することによって地域の課題解決に繋

がった事例の紹介や企業・大学・ＮＰＯの各主体で協働に携わっている実践者によ

る鼎談を行ったシンポジウムを開催しました。 

 

 

 

４ 協働を推進するための取り組み 

【参考】条例周知チラシ ※資料６（P94） 

条例のスムーズな運用を図るため、「横浜市地域の

絆をはぐくみ、地域で支え合う社会の構築を促進する

条例」(通称：絆・支え合い条例)及び「横浜市市民協

働条例」の周知を目的としたチラシを作成しました。 
こちらも「Let’s 協働入門」と同様に各区役所を

はじめ、市民利用施設等に配架しています。 

【参考】Let’s協働入門 ※資料５（P74-93） 

特定非営利活動法人市民セクターよこはまと市民局市民協働推 
進部が協働で作成した、市民と行政のための協働ハンドブックです。 
市職員向け研修のテキストとしてだけでなく、各区役所をはじ 

め、市民利用施設等に配架しています。 
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（２）市職員への「協働」に関する周知 

  ア 新採用職員への「Let’s協働入門」の配布（４月 512部） 

新採用職員研修において、協働についての講義を行ない、「Let’s協働入門」を配

布しました。 

   
イ 各区局全課への「Let’s協働入門」の配布（４月 1,289部） 

横浜市役所全区局全課あてに「Let’s協働入門」の配布を行いました。 
 
ウ 協働入門研修の開催（６月 99名参加）※資料７（P95） 

市職員、施設職員（区版市民活動支援センター、地区センター、地域ケアプラザ、

コミュニティハウス）、協働に初めて携わる職員、新採用職員、協働に関心がある職

員などを対象にした協働をする際の進め方などについて研修を開催しました。 

研修実施後のアンケートにおいて、回答者の98％が理解できたとの回答がありま

した。 

 
エ 市民局内全課における「協働」に関する説明会の開催（６月、７月） 

    「Let’s協働入門」を用いて、①協働とは何か②なぜ協働が必要なのか③協働す

ること生まれる効果とは、の３点について説明しました。 
 

オ 区役所経営責任職向け地域支援研修の開催（８月 113名参加） 

  「市民主体の地域運営」を推進するにあたり、区役所が一体となって地域支援に

取り組むことの重要性や連携のポイント等についての研修を実施しました。 
研修実施後のアンケートにおいて、回答者の91.4％が、参考になったとの回答が

ありました。 

 
カ 協働研修中級編の開催（11月 35名参加）※資料８（P96） 

区役所職員（地区担当職員など）を対象にした、地域とのかかわり方に関する研

修を開催しました。 
研修実施後のアンケートにおいて、回答者の89.2％が地域とのかかわり方のヒン

トをつかめた。との回答がありました。 

 
  キ 協働研修現地見学編の開催（２月 16名参加）※資料９（P97） 

    区役所職員（主に地域支援に関わる者）を対象に、協働の現場に行き、当事者の

生の声を聴くことで、協働による地域づくりを学ぶとともに協働の必要性や成果を

実感することを目的とした研修を開催しました。 

研修実施後のアンケートにおいて、回答者全員が、「市民と行政の協働による地域

づくり」の必要性や成果を実感することができたとの回答がありました。 

４ 協働を推進するための取り組み 
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  ク 横浜市人材育成ビジョンにおける協働に取り組む姿勢の明確化（３月） 

    市職員として、複雑化・多様化する行政課題に的確にこたえるために、市民との

協働により課題解決していく視点が重要となることから、平成26年３月に改訂した

横浜市人材育成ビジョンにおいて、これからの行政課題への対応に向けて、市民と

の協働に取り組む姿勢を明確にしました。 
 
 

 

 
 

４ 協働を推進するための取り組み 

【参考】平成 26年度職員向け協働研修一覧  

 横浜市人材育成ビジョン（平成 26 年３月改訂）に基づき、協働について学ぶ機会

を設けています。 

番号  研 修 名 目 的 ・ 内 容 

① 新任課長・係長・専任職研修 昇任等の機会において「協働」の有効性や取り組む際のポ

イント等を学ぶ。 ② 新任課長補佐研修 

③ 新採用職員研修 
公務員としての意識を確立し、市職員として必要な基本的

知識や考え方を習得する。 

④ 区役所責任職向け研修 
区役所全体で地域支援に取り組むことの重要性や庁内連携

のポイントを学ぶ。 

⑤ 
昇任時実務研修 

（職員Ⅱ・Ⅲ昇任候補者） 

職員Ⅱ・Ⅲへ昇任する際に、身に付けておくべき業務知識・

実務能力を確認し、習得・強化する。 

⑥ 協働研修・入門編 
区局職員及び市民利用施設職員を対象に、「協働とはなに

か」「協働のすすめ方」等、協働の基本と心構えを学ぶ。 

⑦ 協働研修・中級編 主に区局職員を対象に、実際の協働事例の検討やグループ

ワークでの課題共有から、協働の具体的なプロセスやノウ

ハウ、コツを学ぶ。 
⑧ 協働研修・事例検討会 

 

【参考】横浜市人材育成ビジョン（平成 26年３月改訂）P15抜粋 

■平成 26 年改訂版（平成 26 年度～29 年度）の取組 
 平成 22 年度改訂版で構築した人材育成体系を職場で「実践」「定着」していけるよ

うに、今までの取組を継続・発展させ、組織的に取り組みます。 
また、複雑化・多様化する行政課題に的確にこたえるために、市民との協働により

課題解決していく視点が重要となることから、協働に取り組む姿勢を明確にするとと

もに、後輩・若手職員への知識・技術の継承等、職位に応じた役割を発揮できるよう、

職員Ⅲや再任用職員などベテラン職員の役割を明確にします。 
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（３）中間支援組織への支援 

  ア 区版市民活動支援センターネットワーク事業（９月、12月 参加者延べ48名） 

中間支援組織としての区版市民活動支援センターの運営力を向上させるため、18

区の地域振興課の担当職員・区版市民活動支援センター職員が区を越えた情報共有

を行う会議を開催しました。 

また、会議だけでなく、日常的に情報共有できるようメーリングリストも開始し

ました。 

 
イ 市民活動支援・相談窓口事業（11月 相談件数６件）※資料10（P99-100） 

    横浜市にある認定・指定ＮＰＯ法人のうち５法人が、それぞれの専門分野や、こ

れまでに培った活動のノウハウなどを活かして、これから市民活動を始めようとす

る団体や既に活動をしている団体の事業運営等に関する相談を受けることができる

相談窓口を設置しました。 
 

ウ 市民活動コーディネート入門講座(平成26年１～２月 33名参加)※資料11(P101) 

    横浜市立大学地域貢献センターと協働で企画し、市民活動のコーディネートに興

味のある市民や、中間支援組織職員、市職員を対象とした全４回の講座を開催し、

行政や企業、大学などの協働事例を通して、それらの分野におけるコーディネート

の仕方やアプローチ方法について学びました。 
    ４回の講座を平均して参加者の86.8％が、「講座の内容について満足した。」との

回答がありました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 協働を推進するための取り組み 
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５ その他の取り組み 

 

（１）横浜市市民協働推進委員会（条例第17条） 

   横浜市市民協働推進委員会は、条例第17条に基づき、市長の附属機関として、市民

協働の推進に関し必要な事項を調査審議するため設置し、学識経験者や市民活動実践

者の８人で構成しています。 

平成25年度は４回の委員会を開催し、「横浜市市民活動支援センター事業の評価・検

証」や、「横浜市市民活動推進ファンド（夢ファンド）の寄附の新たな活用方法」、そ

の他、市民協働に関する様々な事項について審議しました。 

 

＜平成25年度の開催日及び主な審議事項＞ 

開催日 主な審議事項 

６月11日 
・平成25年度横浜市市民活動支援ｾﾝﾀｰ事業の検証について 

・市民活動共同オフィス平成26年度入居団体募集要項について 

９月20日 
・特定非営利活動法人の条例指定について 

・平成24年度横浜市市民活動支援ｾﾝﾀｰ事業の評価・検証について 

11月25日 
・平成25年度第２回市民活動運営支援事業部会審査結果について 

・平成26年度横浜市市民活動支援ｾﾝﾀｰ自主事業募集要項について 

３月17日 
・平成26年度以降の横浜市市民活動支援ｾﾝﾀｰ事業の評価について 

・横浜市市民活動推進ﾌｧﾝﾄﾞ(夢ﾌｧﾝﾄﾞ)の寄附の新たな活用方法について 

 

 

５ その他の取り組み 

【参考】第１期横浜市市民協働推進委員会委員（平成 26年３月 31日時点） 

氏  名 所属等 

小濱 哲(委員長) 横浜商科大学貿易・観光学科教授 

奥山 千鶴子 特定非営利活動法人 びーのびーの代表 

門倉 晴義 社会福祉法人 横浜市社会福祉協議会地域活動部長 

時任 和子 特定非営利活動法人 夢・コミュニティ・ネットワーク代表 

中島 智人 産業能率大学経営学部准教授 

治田 友香 関内イノベーションイニシアティブ株式会社取締役 

松村 正治 
恵泉女学園大学人間社会学部人間環境学科准教授 

特定非営利活動法人 よこはま里山研究所NORA理事長 

三輪 律江 横浜市立大学学術院国際総合科学群准教授 
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（２）横浜市市民活動推進基金(よこはま夢ファンド)の活用状況（条例第６条） 

横浜市市民活動推進基金は、あらかじめ登録したＮＰＯ法人に対する事業助成を行

うことを目的に、市が条例第６条に基づき設置した基金です。 

年間、助成金申請の募集を３回行い、その都度、登録団体あてに募集の周知を行っ

ています。 

平成25年度に横浜市市民活動推進基金へいただいた寄附は、156件、23,544,289円に

なりました。 

事業助成に関しましては、ＮＰＯ法人から申請のあった事業について審査を行い、

延べ28件（事業）、総額で約1,443万円の助成を行いました。 

 

 

 
  

 

５ その他の取り組み 

【参考】横浜市市民活動推進基金（よこはま夢ファンド）について 

(1)平成25年度横浜市市民活動推進基金への寄附について 

件数 寄附金額 

156件 23,544,289円 

（内訳） 

 企業 10件 8,960,000円 

 個人 144件 14,491,889円 

 その他 ２件 92,400円 

(2)平成25年度事業助成状況 

助成件数 助成金額 

28件（事業） 14,434,050円 

 

【参考】横浜市市民協働推進委員会について（条例第 17条） 

第17条 市民協働の推進に関し必要な事項を調査審議するため、市長の附属機関とし

て、横浜市市民協働推進委員会（以下「市民協働推進委員会」という。）を置く。 

２ 市民協働推進委員会は、市民協働の推進に関し必要な事項について、市長に意見

を述べることができる。 

３ 市民協働推進委員会に、必要に応じ部会を置くことができる。 
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５ その他の取り組み 

【参考】横浜市市民活動推進基金について（条例第６条） 

第６条 市民公益活動を財政的に支援するために、市に横浜市市民活動推進基金（以

下、「基金」という。）を設置する。 
２ 市が基金に積み立てる額は、歳入歳出予算をもって定める。 
３ 基金に属する現金は、金融機関への預金その他の確実かつ有利な方法により保管

しなければならない。 
４ 基金の運用から生ずる収益は、歳入歳出予算に計上して、基金に積み立てるもの

とする。 
５ 基金は、その設置の目的を達成するために必要がある場合に限り、その全部又は

一部を処分することができる。 



 

27 
 

 

６ 横浜市市民協働条例 

 

○横浜市市民協働条例 
平成24年6月25日 

条例第34号 
横浜市市民協働条例をここに公布する。 

横浜市市民協働条例 
横浜市市民活動推進条例(平成12年3月横浜市条例第26号)の全部を改正する。 
 
横浜市では、これまで多くの市民の努力のもとに、自主的で自由な市民の活動に幅広く支援が行

われてきた。特に不特定多数のものの利益の増進に寄与することを目的とした市民の活動の支援を

推進するとともに、市民協働の発展にも力を注いできた。 
広範で豊かな市民の活動があって、初めて市民協働も進展していくのである。 
いま時代の展開とともに、市民協働の現場からは、より適切なパートナーシップの構築のため、

協働で行う事業の進め方等について、新たな規範を定める必要性が指摘されてきた。 
市民協働は、行政と市民、市民団体及び地縁による団体等市民協働を実施するものたちの協議に

よって個々に形づくられていくものである。そのため、市民協働の形態も多岐にわたることになる。 
このような市民協働による社会は、自ら目指すところにより活動していくための自由と権利が保

障されている社会であるとともに、お互いを尊重し合い、自己のみの利益追求ではなく、相互に助

け合うことのできる社会である。 
ここに、市民協働を進める上で必要となる横浜市の責務と踏まえておくべき基本的事項を定め、

市民の活動や市民協働の環境を整備するとともに、市民の知恵や経験を市政に反映することにより

協働型社会の形成を図るものである。 
第1章 総則 
 

(目的) 
第1条 この条例は、市民協働に関する基本的事項を定めることにより、市民等が自ら広く公共的

又は公益的な活動に参画することを促進し、もって自主的・自律的な市民社会の形成に資するこ

とを目的とする。 
 
(定義) 

第2条 この条例において「市民等」とは、市民、法人、地方自治法(昭和22年法律第67号)第260
条の2第1項に定める地縁による団体及びこれらに類するものをいう。 

2 この条例において「市民協働」とは、公共的又は公益的な活動及び事業を横浜市(以下「市」と

いう。)と市民等とが協力して行うことをいう。 
3 この条例において「市民公益活動」とは、市民等が行う公共的又は公益的な活動をいう。 
 

６ 横浜市市民協働条例 
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4 この条例において「市民協働事業」とは、市と市民等が第8条に定める基本原則に基づいて取り

組む事業をいう。 
5 この条例において「中間支援組織」とは、市と市民等を相互に媒介し、市民等の自立と課題解

決を支援するため、市民等のネットワーク化と交流促進、情報収集と提供、相談とコンサルティ

ング、調査研究、人材育成と研修、活動支援と助成又は政策提言等を行う組織をいう。 
 

(市の責務) 
第3条 市は、市民公益活動及び市民協働事業が円滑に行われるために、情報の提供並びに人的、

物的、財政的及び制度的にできる限りの支援をしなければならない。 
2 市は、営利を目的とせず、自主的に行う、不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与すること

を目的とする活動が活発に行われる環境づくりに努めるものとする。 
 

(市民等の責務) 
第4条 市民等は、市から財政的支援を受けた市民公益活動及び市民協働事業については公正に行

わなければならない。 
2 市民等は、その特性を生かしながら市民協働事業を行うとともに、活動内容が広く市民の理解

を得られるように努めなければならない。 
第2章 市民協働 
第1節 市民公益活動 
 

(市民公益活動) 
第5条 市は、市民等が行う市民公益活動(次の各号に掲げるものを除く。)を特に公益性が高いと判

断したときは、活動場所の提供及び財政的支援をすることができる。 
(1) 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを目的とする活動 
(2) 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的とする活動 
(3) 特定の公職(公職選挙法(昭和25年法律第100号)第3条に規定する公職をいう。以下同じ。)の
候補者(当該候補者になろうとする者を含む。)若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持

し、又はこれらに反対することを目的とする活動 
(4) 営利を主たる目的とする活動 
 
(市民活動推進基金) 

第6条 市民公益活動を財政的に支援するために、市に横浜市市民活動推進基金(以下「基金」とい

う。)を設置する。 
2 市が基金に積み立てる額は、歳入歳出予算をもって定める。 
3 基金に属する現金は、金融機関への預金その他の確実かつ有利な方法により保管しなければな

らない。 
4 基金の運用から生ずる収益は、歳入歳出予算に計上して、基金に積み立てるものとする。 
5 基金は、その設置の目的を達成するために必要がある場合に限り、その全部又は一部を処分す

ることができる。 
 

６ 横浜市市民協働条例 
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(支援申請等) 

第7条 市民等は、市から助成金の交付、施設の優先的使用等特別な支援を受けて市民公益活動を

行うときは、あらかじめ規則で定める書類を市長に提出しなければならない。 
2 市民等は、前項の活動が終了したときは、速やかに、事業報告書を市長に提出しなければなら

ない。 
3 市長は、必要があると認めるときは、前2項の規定により提出された書類について、当該市民等

に報告又は説明を求め、その結果に基づいて必要な措置を講ずることができる。 
4 市長及び当該市民等は、規則で定めるところにより、第1項及び第2項に規定する書類又はその

写しを一般の閲覧に供しなければならない。 
第2節 市民協働事業 
 

(市民協働事業の基本原則) 
第8条 市及び市民等は、次に掲げる基本原則に基づいて、市民協働事業を行うものとする。 

(1) 市及び市民協働事業を行う市民等は、対等の立場に立ち、相互に理解を深めること。 
(2) 市及び市民協働事業を行う市民等は、当該市民協働事業について目的を共有すること。 
(3) 市及び市民協働事業を行う市民等は、当該市民協働事業について、その情報(第13条に規定

する秘密を除く。)を公開すること。 
(4) 市及び市民協働事業を行う市民等は、相互の役割分担を明確にし、それぞれが当該役割に応

じた責任を果たすこと。 
(5) 市は、市民協働事業を行う市民等の自主性及び自立性を尊重すること。 
 
(市民協働事業を行う市民等の選定) 

第9条 市長は、市の発意に基づき市民協働事業を行おうとするときは、その相手方となる市民等

を公正な方法により選定しなければならない。 
2 市長は、市民協働事業の相手方となる市民等の選定に当たっては、当該市民協働事業に必要な

技術、専門性、サービスの質その他の事業を遂行する能力を総合的に考慮しなければならない。 
 

(市民協働事業の提案) 
第10条 市民協働事業を行おうとする市民等は、市に対し、市民協働事業を提案することができる。 
2 市長は、前項の提案が行われたときは、速やかに、当該提案を審査し、採用の要否を決定し、

理由を付して提案者に通知しなければならない。この場合においては、前条第2項の規定を準用

する。 
  

(自主事業) 
第11条 市民協働事業を行う市民等は、当該市民協働事業に支障がない限り、当該市民協働事業以

外の事業(以下「自主事業」という。)を当該市民協働事業とともに行うことができる。 
2 市民等は、自主事業を行うときは、あらかじめ市に届け出るものとする。自主事業を終了した

ときも同様とする。 
 
 

６ 横浜市市民協働条例 
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(協働契約) 

第12条 市は、第9条第1項の選定又は第10条第2項の決定により市民協働事業を行う場合は、規則

で定める軽易なものを除き、当該市民協働事業を行う市民等と市民協働事業に関する契約(以下

「協働契約」という。)を締結するものとする。 
2 前項の協働契約には、事業目的、事業の進め方並びに役割、費用及び責任の分担その他規則で

定める事項を定めるものとする。 
 

(秘密の保持) 
第13条 市民協働事業を行う市民等は、当該市民協働事業を行うにつき知り得た秘密を漏らしては

ならない。当該市民協働事業が終了した後も、また同様とする。 
 

(負担) 
第14条 市は、市民協働事業を行う市民等に対して、公益上必要な負担を負うものとする。この場

合において、市は、市民等の自主性及び自立性を重んじるとともに、効率的・効果的なものとし

なければならない。 
 

(事業評価) 
第15条 市及び市民等は、当該市民協働事業の終了後(当該市民協働事業が年度を越えて継続する

場合は、年度終了後)に、事業の成果、役割分担等について、相互に評価を行うものとする。 
2 前項の規定により評価を行った場合には、当該評価を公表するものとする。 

第3節 中間支援組織 
 

(中間支援組織) 
第16条 市及び市民等は、市民協働事業を円滑に進めるため、中間支援組織の育成に努めるものと

する。 
2 市及び市民等は、中間支援組織の助言に対して誠実に対応するものとする。 

第3章 市民協働推進委員会 
 

(市民協働推進委員会) 
第17条 市民協働の推進に関し必要な事項を調査審議するため、市長の附属機関として、横浜市市

民協働推進委員会(以下「市民協働推進委員会」という。)を置く。 
2 市民協働推進委員会は、市民協働の推進に関し必要な事項について、市長に意見を述べること

ができる。 
3 市民協働推進委員会に、必要に応じ部会を置くことができる。 
 

(組織) 
第18条 市民協働推進委員会は、委員10人以内をもって組織する。 
2 委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が任命する。 

(1) 学識経験のある者 
(2) 市民等 

６ 横浜市市民協働条例 
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(3) 前2号に掲げる者のほか、市長が適当と認める者 
 
(委員の任期) 

第19条 前条第2項の委員の任期は、2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間

とする。 
2 前条第2項の委員は、再任されることができる。 

第4章 雑則 
 

(報告) 
第20条 市長は、市における市民協働の取組み状況について、適宜、議会に報告するものとする。 
 

(読替え) 
第21条 水道事業、交通事業及び病院事業並びに教育委員会において行う市民協働については、こ

の条例(第3章及び附則第1項を除く。)の規定中「市長」とあるのは「公営企業管理者」又は「教

育委員会又は教育長」と、「規則」とあるのは「企業管理規程」又は「教育委員会規則」と読み

替えるものとする。 
 

(委任) 
第22条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
 

附 則 
(施行期日) 

1 この条例は、規則で定める日から施行する。 
(平成25年2月規則第13号により同年4月1日から施行) 

(適用) 
2 この条例は、この条例の施行の日以後に始める市民協働から適用し、同日前に現に行われてい

る市民協働については、なお従前の例による。 
(見直し) 

3 この条例の施行の日から起算して3年ごとに、この条例の施行状況について検討を加え、その結

果に基づいて見直しを行うものとする。 
 
 

６ 横浜市市民協働条例 
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資料１：保土ケ谷区記者発表資料 

「横浜市市民協働条例の事業提案に基づく市民協働事業第１号!!」 

 

７ 資料集 
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資料２：港南区記者発表資料 

「区連会、区役所、ＮＰＯ法人の三者が協働で、地域づくりを担う人材を養成」 
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資料３：平成 25年度各区局における協働事業一覧 
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資料４：「つながりのまちづくりフォーラム２０１４」案内チラシ 
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資料５：Let’s 協働入門 
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資料６：条例周知チラシ 
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資料７：協働入門研修案内チラシ 
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資料８：協働研修中級編案内チラシ 
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資料９：協働研修現地見学編案内チラシ 

 

７ 資料集 



98 
 

 



99 
 

 

資料 10：市民活動支援・相談窓口事業案内チラシ 
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資料 11：市民活動コーディネート入門講座案内チラシ 
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資料 12：横浜市所管の認定・仮認定・指定ＮＰＯ法人 

 
■ 認定ＮＰＯ法人 (平成 26年３月 31日現在) 

  法人名 事業概要 

1 
かながわ福祉移動サービスネットワ

ーク 
・障がい者、高齢者等を対象とした移動サービスの推進 

2 移動サービスアクセス ・障がい者、高齢者、子育て家族等移動制約者の外出支援 

3 ホタルのふるさと瀬上沢基金 
・自然環境保護活動の普及啓発 

・緑地の取得、保全 

4 コロンブスアカデミー 

・不登校、ひきこもりの青少年の社会参加支援 

・学童保育の運営 

・親と子のつどいの広場運営等地域の子育て支援 

5 地球学校 ・多文化交流の推進 

6 ＡＩＤＳネットワーク横浜 ・ＨＩＶとＡＩＤＳに関する教育、啓発、支援活動 

7 あっとほーむ 
・時間外保育 

・学童保育の運営 

8 黄金町エリアマネジメントセンター 

・アーティスト等の活動の場、機会の提供 

・アートスタジオ等の管理運営 

・まちづくりの担い手の育成と支援 

9 ＷＥ２１ジャパン・旭 
・資源のリユース、リサイクル推進 

・アジア等における生存生活の困難者に対する助成 

10 ＷＥ２１ジャパンいずみ 
・資源のリユース、リサイクル推進 

・アジア等における生存生活の困難者に対する助成 

11 
ろばと野草の会 

※指定と認定両方取得 

・障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス、地域生活支援、

相談支援 

・精神保健福祉に関する普及啓発 

12 つづき区民交流協会 
・地区センター、コミュニティハウス等市民利用施設の管理運

営 

13 横浜マック 
・アルコール・薬物等の依存症患者に対する相談支援 

・依存症に関する調査・情報提供・啓発 

14 ＷＥ２１ジャパン都筑 
・資源のリユース・リサイクル推進 

・アジア等における生存生活の困難者に対する助成 

15 エンパワメントかながわ ・子どもへの暴力防止プログラム提供、人権啓発 

16 ＷＥ２１ジャパン・ほどがや 
・資源のリユース・リサイクル推進 

・アジア等における生存生活の困難者に対する助成 

 
  

 
■ 仮認定ＮＰＯ法人 

   法人名 事業概要 

1 守の会 ・介護保険法に基づく訪問介護、予防介護、居宅介護支援 

2 おもしろ科学たんけん工房 
・子ども達に対する科学体験の機会の提供 

・科学教育の普及、啓発 

3 ＦＯＳＨ ・中小企業等経営支援 
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■ 指定ＮＰＯ法人一覧 (平成 26 年３月 31 日現在) 

  法人名 事業概要 

1 
ろばと野草の会 

※指定と認定両方取得 

・障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス、地域生活支援、 

 相談支援 

・精神保健福祉に関する普及啓発 

2 ぱれっとの会 

・障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス、地域生活支援、

相談支援 

・精神保健福祉に関する普及啓発 

3 ふらっとステーション・ドリーム 
・地域住民の交流促進（交流拠点の運営） 

・地域づくり企画 

4 ワーカーズ・コレクティブ樹 

・介護保険法に基づく訪問介護、予防介護、通所介護、居宅介

護支援 

・障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス 

・配食サービス 

5 アクションポート横浜 

・市民や企業の連携による新たなプロジェクトの創造 

・市民や市民活動団体の地域課題解決や組織運営支援 

・市民活動や地域の課題解決に関する政策提案 

・市民活動や地域の課題解決に関する人材の発掘と育成 

6 さくらんぼ 

・保育室の運営 

・親と子のつどいの広場運営 

・地域子育て支援拠点の運営 

7 市民の会寿アルク 

・地域活動支援センターの運営 

・グループホーム/ケアホームの運営 

・アルコール依存症の人々のための相談、援助 

   ■ 国税庁認定ＮＰＯ法人（旧制度に基づき認定を受けた法人） 
  法人名 事業概要 

1 神奈川海難救助隊 
・海難事故防止活動 
・海洋環境保全活動 
・海洋環境破壊や海難事故防止に関する啓発活動 

2 神奈川子ども未来ファンド ・個人、企業からの寄附を基にした、子育て団体等に対する助成 

3 神奈川被害者支援センター ・犯罪被害者支援 

4 国際連合世界食糧計画 WFP協会 
・国際連合世界食糧計画ＷＦＰ協会の広報及び支援 
・食糧援助活動に関する啓発及び情報提供 

5 さなぎ達 ・路上生活者等の自立支援 

6 市民セクターよこはま 
・市民活動の支援、連携、ネットワークの推進 
・行政や社会への提案、提言 
・行政、企業、市民等との協働 

7 
スペシャルオリンピックス日本・神奈
川 

・知的障害者に対するスポーツトレーニングと競技の場の提供 

8 スマイルオブキッズ 
・闘病児等の支援施設の整備、運営 
・闘病児、家族の交流の場の提供 

9 多言語社会リソースかながわ 
・医療通訳の養成 
・医療関係機関への医療通訳派遣 
・日本語を母語としない住民の生活支援 

10 タヤマ実践カレッジ ・諸外国の学生等との人的交流 

11 地球の木 
・アジアの人々の生活基盤確立のための自立支援 
・国際協力推進のための社会教育 

12 DNA鑑定学会 
・ＤＮＡ鑑定技術についての調査、研究 
・ＤＮＡ鑑定技術の実用化支援 

13 ワンデーポート ・ギャンブルに関する社会的問題の解決 
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